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平成２５年（厚）第２４２号

平成２６年２月２８日

主文

厚生労働大臣が、平成○年○月○日付で再

審査請求人に対してした、後記理由欄第２の

２記載の原処分を取り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、主文と同旨の裁決

を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、老齢厚生年金の受給権者で

あるＡ（以下「亡Ａ」という。）が平成

○年○月○日に死亡したので、同年○月

○日（受付）、厚生労働大臣に対し、亡

Ａの妻であるとして、遺族厚生年金の裁

定を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「遺族厚生年金の支

給の認定要件として、生活費・療養費等

の経済的な援助が行われていること、定

期的に音信訪問が行われていることが条

件となります。経済的援助につきまして

は、家庭裁判所にて故Ａ様から請求人様

へ婚姻費用の支払いを認める判決がおり

たものの、一度の支払いもないまま故Ａ

様が死去されております。音信・訪問に

つきましては、故Ａ様のＤＶの為にやむ

をえず別居され住民票も別にされたこ

ととお察しできますが、定期的な交流が

あったことが認められません。以上のこ

とから、生計維持関係があったと認めら

れず、遺族厚生年金は不支給と決定しま

す。」という理由で、遺族厚生年金を支

給しない旨の処分（以下「原処分」とい

う。）をした。

３　請求人は、原処分を不服として、○○

厚生局社会保険審査官に対する審査請求

を経て、当審査会に対し、再審査請求を

した。

第３　問題点

１　老齢厚生年金の受給権者が死亡した場

合、死亡した者（以下「適格死亡者」と

いう。）の配偶者で、当該死亡の当時適

格死亡者によって生計を維持したものに

は、遺族厚生年金が支給される。そうし

て、適格死亡者によって生計を維持した

配偶者とは、適格死亡者と生計を同じく

していた配偶者で、年額８５０万円以上

の収入又は年額６５５万５千円以上の所

得（以下、上記の収入額又は所得額を「基

準額」という。）を将来にわたって有す

ると認められる者以外のものとされてい

る（厚生年金保険法（以下「厚年法」と

いう。）第５８条第１項第４号、第５９

条第１項及び厚年法施行令第３条の１０

並びに ｢生計維持関係等の認定基準及び

認定の取扱いについて ｣（平成２３年３

月２３日年発０３２３第１号厚生労働省

年金局長通知。以下 ｢ 認定基準 ｣ とい

う。））。

２　認定基準では、生計維持認定対象者が

死亡した者の配偶者であり、住所が死亡

者と住民票上異なっている場合に死亡者

による生計維持関係が認められるために

は、次のいずれかに該当する必要がある

としている。

ア　現に起居を共にし、かつ、消費生活

上の家計を一つにしていると認められ

るとき

イ　単身赴任、就学又は病気療養等の止

むを得ない事情により住所が住民票上

異なっているが、次のような事実が認

められ、その事情が消滅したときは、

起居を共にし、消費生活上の家計を一

つにすると認められるとき

( ｱ )　生活費、療養費等の経済的な援

助が行われていること

( ｲ )　定期的に音信、訪問が行われて

いること

３　上記認定基準は、当審査会も相当と認

めるところ、本件の場合、亡Ａが、その

死亡の当時適格死亡者であったこと、及

び、同人の死亡の当時請求人が亡Ａの妻

であって、基準額を将来にわたって有す

ると認められる者以外のものであったこ
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とについての当事者間の争いはないと認

められるから、本件の問題点は、請求人

が亡Ａの死亡当時同人によって生計を維

持したものと認めることができるかどう

か、ということである。

第４　当審査会の判断

１　一件記録によれば、次の事実を認定す

ることができる。

（1）　請求人と亡Ａは、昭和○年○月○

日に婚姻の届出をした。２人の間には、

長男Ｂ（昭和○年○月○日生。以下「Ｂ」

という。）、長女Ｃ（昭和○年○月○日

生）が生まれた。亡Ａは、平成○年○

月○日、○○市○○町○－○－○の自

宅（以下「○○町○丁目の住居」とい

う。）で縊死した。

（2）　住民票上の記載によれば、亡Ａは、

昭和○年○月○日から死亡するまで、

○○町の○丁目の住居に定住してい

る。一方、住民票上の記載によれば、

請求人は、平成○年○月○日付で、○

○町○丁目の住居から、同町○－○－

○のＢの居宅に転出した旨届け出た。

（3）　請求人が提出した生計同一関係に

関する申立書によれば、以下の記載が

認められる。

ア　同居についての申立（別居してい

たことの理由）

平成○年○月○日、ＤＶの為緊急

避難として娘宅へ（○○市内）、そ

の後住所を知られない為、長男の住

所に住民票を移し、現在はアパート

で１人逃避生活をしている（緊急避

難は警察も了解済）。

イ　経済的援助の有無：なし

家裁にて婚姻費用分担を申立て毎

月○万円支払への審判がおりたが未

払いが続き生活困窮、強制執行の手

続を進めている中、○月○日死亡（自

殺）。平成○（家）第○号婚姻費用

分担申立により、婚姻費用支払いは

認められた。

ウ　定期的な音信・訪問についての申

立

音信の手段：家裁にて調停

音信・訪問の内容：相手とは会う

ことが困難な為、家裁にて調停

約２ヶ月に１回程度

（5）　平成○年の請求人の課税所得額は、

○円であるが、平成○年○月○日に、

Ｂが亡Ａ名義の預金通帳等を預かり、

その同意を得て○万円を引き出して請

求人に渡してくれた。請求人は、平成

○年○月○日に厚年法附則第８条所定

の特別支給の老齢厚生年金（以下「特

老厚」という。）の受給権を取得し、

各期○万○円の支給を受けていたが、

平成○年○月○日に特老厚が失権し、

請求人は、老齢基礎年金及び老齢厚生

年金が裁定され、亡Ａの死亡当時、各

期併せて○万○円の支給を受けてい

た。

（6）　請求人が、亡Ａを相手方として、

○○家庭裁判所○○支部に申し立てた

婚姻費用分担申立事件（平成○年（家）

第○号）において、同裁判所は、平成

○年○月○日、亡Ａに対し、直ちに請

求人に○万円を支払うこと及び平成○

年○月以降、当事者の離婚又は別居状

態の解消に至るまで、毎月末日限り、

請求人に○万円を支払うことを命じ、

その理由として、請求人と亡Ａは、別

居している夫婦であるが、別居の原因

が申立人のみの責任によるものである

というべき特段の事情は認められず、

分担の始期は、審判に移行した調停が

申し立てられた平成○年○月とするの

が相当であり、亡Ａは、請求人に対し、

平成○年○月から○月までの婚姻費用

○万円を直ちに支払う義務があり、同

年○月から当事者の離婚又は別居状態

の解消に至るまで、婚姻費用として毎

月○万円を支払う義務があると説示し

ている。

（7）　○○家庭裁判所調査官が、平成○年

○月○日付で作成した調査勧告票（注：

申出人及び権利者は請求人、義務者は亡

Ａ）には、以下の記載が認められる。

ア　申出（申出日は平成○年○月○日）

までの履行状況
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○月○日に、未払分の婚姻費用○

万円と、○月以降○万円ずつを支払

えという内容の審判が確定したが、

全く支払がない。未払分○万円につ

いて勧告を求める。

イ　申出人の希望事項等

義務者は、この審判が出た後に、

離婚を求めて調停を申し立てたよう

だが、私は離婚したくなくなったの

で、出席したくない。

ウ　調査勧告経過

○．○．○：調査官記録受理

同日　　：義務者に履行勧告書送付

（○／○履行期限）

同日　　　：権利者に連絡書面送付

（期限後の入金確認要請）

○．○．○：義務者から電話

「権利者が無断で自宅から持ち

出した現金等があり、それが解決

しない限り婚姻費用の支払いには

応じない。具体的内容は、権利

者のおばが亡くなった際に下ろし

た現金○万円、冠婚葬祭互助会の

満期支払金（月○千円×○か月）、

金庫の鍵、タオル○枚である。○

月○日に、自分から申し立てた離

婚調停が予定されているので、こ

れらの返却について調停で話し合

いたい。」

同日　　　：権利者に電話（義務者

の意向を伝達）

「今回の義務者の説明は、以前

に聞いた説明と辻褄が合わない内

容である。○月○日の調停で話し

合うことにし、解決の見通しがつ

かなければ強制執行を検討する。

履行勧告は終了して良い。」

同日　　　：義務者に電話

権利者が調停で話し合う意向を

示したことにより、履行勧告を終

了すると伝えた。

（8） 審理期日において、請求人は、①同

居時における亡Ａの暴力によって、請

求人は、肋骨を折ったり頭にけがをし

たり、ビール瓶で殴られて縫合手術を

受けたりしたことがある旨、②亡Ａは

平成○年○月○日（注：請求人が家を

出たのは同月○日）に自殺未遂をし、

○○のａ病院へ搬送されたが、入院に

際し、請求人が保証人となり、入院中、

何度も亡Ａから請求人に対し、いろん

なものを持って来いと電話があり、請

求人一人では会えないため、息子家族

と一緒に、ほとんど毎週（○か月の入

院中○回くらい）のように見舞いに

行った旨、③亡Ａの入院中、ａ病院で、

請求人は、亡Ａも含めて、病院の医師

や地域の行政担当者と一緒に、退院後

のことを話し合った旨、陳述した。

２　以上の認定事実に基づいて、本件の問

題点について検討し、判断する。

（1）　遺族厚生年金制度は、婚姻法秩序

を前提として、婚姻関係にある者の一

方が先に死亡した場合に、当該死亡当

時、現に、死亡した者によって生活が

相当程度支えられていたという事実に

着目して、他方のその後の生活を支え

ようという趣旨に出たものであること

は、厚年法第５８条第１項及び第５９

条第１項の規定から明らかである。そ

うであるから、婚姻関係に何の問題も

ないものの、配偶者を失った者に相当

な収入等があって死亡した配偶者に

よってその者の生計が現に支えられて

いなかった場合だけでなく、婚姻関係

に何らかの問題があって、死亡した者

によって現に生計を維持していなかっ

た場合（夫婦相互の生活保持義務に基

づく婚姻費用の分担がなされていない

場合）であっても、遺族厚生年金は支

給されないこととなる。

（2）　しかし、一方配偶者死亡の時点の

一点で現にその者の生計が相当程度支

えられていないとして生計維持関係を

認めないことが著しく合理性を欠く場

合（たとえば、死亡時点では、残され

た配偶者に高額の収入があったが、そ

れがその者の疾病、定年到達等により、

日を置かずして失われることが確実な

場合）には、例外的な取扱いがなされ
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て然るべきである。また、一方配偶者

の死亡時点において、別居のため一体

の生計が営まれておらず、また、仕送

り等経済上の相互扶助もない場合で

あっても、それが配偶者の一方又は双

方の疾病その他やむを得ない事情によ

るものであって、夫婦双方に婚姻関係

を解消する意思が認められず、前述の、

いわば常態から逸脱した状況が婚姻関

係を形骸化せしめる程長期間続いてい

るわけでなく、上記やむを得ない事情

が解消すれば速やかに夫婦の共同生活

が再開されることが期待されるような

場合にも、例外的な取扱いが認められ

て然るべきである。

（3）　本件の場合、亡Ａと請求人の別居

は、請求人がその生命・身体に現実の

危険を感じるのに十分な、亡Ａによる

暴力的言動によるものであったと認め

ることができ、その別居期間は、婚姻

期間約○年間のうちの末期約○年○か

月間であるが、請求人に、亡Ａの暴力

的言動に耐えてなお亡Ａとの同居を求

めることは過酷な要求というべきであ

り、本件別居はやむをえない事情によ

るものであったと認められる。請求人

は、亡Ａの暴力的言動を契機に家を出

て子の許に身を寄せた後、夫婦関係調

整の調停及び婚姻費用分担の調停の申

立てをしたが、婚姻費用分担の調停は

不成立となって審判に移行し、亡Ａに

対し、請求人に○万円及び平成○年○

月以降離婚又は別居解消に至るまで、

毎月○万円の支払いを命じる審判が確

定したが、亡Ａは支払に応じなかった

ため、請求人は、履行勧告の申立てを

したり、亡Ａ申立ての離婚調停の場に

おいて話し合いに応じた。上記１の

(7) ウによれば、請求人は離婚を求め

てはいないのであり、審理期日におけ

る請求人の陳述によれば、請求人は、

亡Ａの入院、事故、死亡に至るまで、

ことある毎に、その事態の収拾に努力

していたことが認められる。

これらのことを総合的にみると、請

求人と亡Ａの別居は、亡Ａの暴力的言

動によるやむを得ざる別居で、亡Ａか

らの婚姻費用の支払いは滞ってはいた

が、請求人は上記審判に基づく具体的

な金銭債権を有しており、強制的履行

の実現も視野に入れて調停の場で話し

合いを続けていたのであり、定期的な

音信は約○回の調停期日における話し

合いという状況ではあるが維持されて

おり、両者間に離婚の合意はなく、請

求人は、婚姻関係の修復を求めて努力

しているとみることができるから、前

記第３の２認定基準イの「その事情が

消滅したときは、起居を共にし、消費

生活上の家計を一つにすると認められ

る」状態とみることが相当である。

（4）　以上によれば、請求人は、亡Ａの

死亡の当時、同人によって生計を維持

したものと認めることができるから、

これと異なる趣旨の原処分は取り消さ

れなければならない。

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。
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